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当社子会社の四国電力送配電(株)による託送供給等約款の変更届出について 

  

【託送供給等約款の変更届出の概要】 

当社の子会社である四国電力送配電株式会社（以下、四国電力送配電）は、本日、電気事業法第１８

条第５項※１に基づき、「託送供給等約款※２」の変更届出を経済産業大臣に行いましたので、お知らせい

たします。（なお、本日、変更届出を行った「託送供給等約款」は、２０２６年１１月１日からの実施が

予定されております。） 

※１：電気事業法第１８条第５項（託送供給等約款） 

一般送配電事業者は、前項の規定により供給条件を変更したときは、経済産業省令で定めるところにより、変更後の託送供給等約款を

経済産業大臣に届け出なければならない。 

※２：小売電気事業者や発電事業者等が、四国電力送配電の送配電設備を利用する場合の料金等の供給条件を定めたもの。 

 

今回の変更届出では、２０２６年９月４日に経済産業大臣から承認を受けた「託送供給等に係る収入

の見通し」（同日お知らせ済み）に、２０２３年度・２０２４年度の実績収入と収入見通しの乖離に伴う

調整額を反映した額に基づき、託送料金単価の見直しが行われました。 

 

◯主な見直し内容 

＜電圧別の１kWhあたりの平均単価※３＞                                     (税抜、円/kWh) 

 改定単価 現行単価 差 引 

低 圧 10.74 9.22 ＋1.52 

高 圧 4.76 4.20 ＋0.56 

特別高圧 2.10 1.97 ＋0.13 

発 電 側 0.54 0.46 ＋0.08 

※３：見直し後の詳細な託送料金単価については、四国電力送配電プレスリリースをご参照ください。 

 

【変更届出に基づき想定される連結業績への影響】 

変更届出に基づき想定される託送料金収入の増分については、下表のとおりです。 

２０２６年度～２０２７年度の物価・労務費・金利の

上昇影響の反映等による収入の見通しの増分 
３７８億円（１年あたり２６７億円） 

２０２３年度・２０２４年度の実績収入と 

収入の見通しの乖離に伴う調整額 
▲４０億円（１年あたり▲２８億円） 

合 計 ３３８億円（１年あたり２３９億円） 

 

このため、２０２６年度～２０２７年度の当社の連結業績に生じうる影響についても、これに準じた

ものとなることが想定されます。なお、当社の連結業績への具体的な影響額は、当社における小売電気

料金への託送料金見直しの反映に係る具体的な方針が固まり次第、すみやかに精査してまいります。 

 

以 上 


